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Abstract: The current study examined whether diﬀ erences in the sense of freedom explain 
the diﬀ erences in the levels of well-being between Japanese and American populations across 
several decades (1981‒2011). A series of mediation analyses were conducted on ﬁ ve individual 
waves of datasets from the World Values Survey. Meta-analyses were also employed to examine 
the summary indirect and total eﬀ ects across waves from the country dummy variable to life 
satisfaction judgments via the sense of freedom. The ﬁ nal sample consisted of 5534 Japanese 
and 6176 American respondents across all study periods. The main findings were that (a) 
indirect eﬀ ects via the sense of freedom largely contributed to the diﬀ erence in life satisfaction 
judgments between Japan and the United States on all waves, and (b) summary eﬀ ect sizes 
across waves estimated by meta-analyses also supported these ﬁ ndings, although the results 
showed some systematic between-wave variability in indirect and total eﬀ ects. In conclusion, 
Japanese people exhibited lower levels of well-being across time, mainly due to their lower 
levels of sense of freedom compared with American people.
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1. 問題と目的
　Well-being とは，主観的 Well-being のアプローチ
(Diener, 1984) に基づくと，個人が「良い状態にある，
良い人生を送っている」と考える程度を指す (Diener, 
1984; 大石 , 2009)。そして，人生満足度がその妥当な
測度として広く受け入れられ，頻繁に用いられている 
(Diener, 1984; Schimmack, 2008)。
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　この人生満足度を Well-being の指標として用いた
国際比較研究は一貫して，西洋先進諸国に比べて東
洋諸国の人々の Well-being が低いことを示してき
た (e.g., Deaton, 2008; Diener & Suh, 1999; Inglehart, 
Foa, Peterson, & Welzel, 2008)。我が国もその例に漏
れない。たとえば，Diener & Suh (1999) の研究では，
日本の得点は10点満点中6.53であり，他の西洋先進諸
国よりも低かった ( アメリカ： 7.71; カナダ : 7.88; ス
ウェーデン : 7.97; スイス : 8.39)。他の多くの東洋諸
国の人々の Well-being の低さは，経済的発展度の相
対的な低さ (World Bank, 2015参照 ) で説明可能であ
る注1。なぜなら，国の経済的環境が良いことは，その
国の人々の Well-being に良い影響を与えることが示
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されている  (e.g., Inglehart et al., 2008) からである。
しかし，経済的に恵まれている我が国 (World Bank, 
2015参照 ) の人々の Well-being が低いのは何故だろ
うか。本論文では，その原因の一つとして，日本にお
ける自由選択の感覚の低さに注目し，検討を行う。
　 従 来 の Well-being 研 究 で は， 世 帯 収 入 (e.g., 
Lucas & Schimmack, 2009)， 対 人 関 係 の 質 (e.g., 
Diener & Seligman, 2002)，身体的な健康状態 (e.g., 
Brief, Butcher, George, & Link, 1993)，住環境 (e.g., 
Nakazato, Schimmack, & Oishi, 2011) な ど が Well-
being の規定因として取り上げられて来た (Diener, 
Suh, Lucas, & Smith, 1999のレビュー参照 )。これに
対して，近年，主に World Values Survey ( 世界価値
観調査 ) のデータを用いて，自由選択の感覚が，国
レベルでも個人レベルでも Well-being の重要規定因
であることが示されている (e.g., Diener, Inglehart, 
& Tay, 2013; Inglehart et al. , 2008; Nakazato, 
Nakashima, & Morinaga, in press)。自由選択の感覚
とは，「他者による制限を受けず，自分が望むような
生き方・行動を自由に選択していると個人が感じる程
度」を指す (e.g., Inglehart & Baker, 2000; Inglehart 
et al., 2008; Veenhoven, 2014)。Well-being は個人の
理想とする人生の実現度合いと定義でき (e.g., Diener, 
Lucas, Schimmack, & Helliwell, 2009; Oishi, Diener, 
Suh, & Lucas, 1999; Zou, Schimmack, & Gere, 2013)，
自由選択の感覚は，理想を追求し実現させることに，
日々どの程度時間や労力を費やして従事できているか
を反映する。よって，自由選択の感覚は理想実現の追
究のための土台となるので，Well-being の向上にとっ
て重要であると考えられる (Nakazato et al., in press
参照 )。
　この自由選択の感覚と Well-being の関係について
の先行研究として，Nakazato et al. (in press) は，(1) 
Well-being の典型的な予測因 ( 主観的な健康状態，世
帯収入の程度，婚姻状態 ) の中で，自由選択の感覚は
最も重要な規定因の一つであり，(2) そのことは年代 
(1981年～2010年 ) を通して一貫しており，また (3) 典
型的な個人主義的西洋文化圏の国であるアメリカの
人々のみならず，典型的な集団主義的東洋文化圏の国
である日本の人々においても認められることを示し
た。一方，Inglehart et al. (2008) は，国レベルでの自
由選択の感覚の年代による変化と Well-being の変化
に強い相関関係があり，また，日本においては年代を
問わず，自由選択の感覚と Well-being がともに低得
点であることを報告している。
　以上の知見から，日本でも自由選択の感覚は Well-
being の最も重要な規定因の一つであるにも拘らず，
西洋先進諸国よりも自由選択の感覚が低い ( 相対的に
行動や生き方を自由に選択できていない ) ことが，日
本人の Well-being の低さの要因の一つである可能性
が考えられる。しかし，日本人の Well-being の低さ
が自由選択の感覚の低さによって説明可能か，またど
の程度説明可能かを直接的に検討した研究はこれまで
に存在しない。なお，中里・中島・森永 (2015) では，
この可能性について日米の人々を対象に多母集団同時
分析を用いて検討している。しかし，目的変数である
人生満足度の切片が日米で異なっていたため，自由選
択の感覚が Well-being の日米差にどの程度寄与する
か十分に検討できていたとは言い難い。そこで，本研
究では，「日本人の低い自由選択の感覚が Well-being
の低さをもたらしている」という仮説を立て，これに
ついて先行研究 (e.g., Nakazato et al., in press) と同様
に World Values Survey のデータを用いて，より直
接的な検討をおこなう。その際，西洋文化圏の典型で
あり (e.g., Markus & Kitayama, 1991)，日本と同じく
高い経済水準を保ってきており (World Bank, 2015参
照 )，かつ World Values Survey の各 Wave の調査年
が日本と近い，アメリカを比較対象として取り上げる。
そして，日米の Well-being の高低がどの程度自由選
択の感覚の程度の差異によって説明できるか，媒介分
析を用いて検討をおこなう。
2. 方法
2.1 分析データ
　本研究では，World Values Survey のデータを用い
た。World Values Survey とは，1981年に開始され
た世界各国の代表サンプル (nationally representative 
samples) を対象とする大規模国際調査のことを指す。
調査は反復横断デザイン (repeated cross-sectional 
design) で行われ，現在までに計6回の調査が実施済み
である。それぞれの調査時点は Wave ( 波 ) と呼ばれ，
各 Wave における調査対象国のデータを約5年をかけ
て収集する (Wave 1: 1981年～1984年 , Wave 2: 1990
年～1994年 , Wave 3: 1995年～1998年 , Wave 4: 1999
年～2004年 , Wave 5: 2005年～2009年 , Wave 6: 2010
年～2014年 )。なお，国によって各 Wave での調査
年は異なり，Wave への参加の有無 (i.e., 調査の対象
国となるか ) も異なる。現在までに，総計で約100か
国において調査がなされている。より詳しい情報は，
World Values Survey のウェブサイト (World Values 
Survey Association, 2016) で確認可能である。
　本研究では，Wave 1，3，4，5，6における日米デー
タを分析に用いた。Wave 2にはアメリカが不参加で
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あったため，分析対象外とした。なお，結果の一般性
を確保するため，18歳未満70歳以上の回答者，および
学生と退職済みの回答者は各 Wave での分析対象か
ら除外した。各Waveにおける最終的な分析対象者数，
日米における調査実施年，男女比 ( 女性の割合 )，平
均年齢を Table 1に示す。なお，Table 1には，以下
で説明する使用変数の記述統計量も記載している。
Table 1　各Wave における記述統計量
 
2.2 使用変数
　目的変数である Well-being の測度として人生満足
度 (1：全く満足していない～10：完全に満足してい
る ) を用いた。媒介変数として自由選択の感覚 (1：人
生において選択の自由が全くない～10：選択の自由が
非常にある ) を用いた。また，国ダミー変数 (0：米国，
1：日本 ) を作成し，説明変数として用いた。その他，
分析に応じて，主観的な健康状態 (1：非常に良い～
4：良くない ; スコアを逆転して使用 )，世帯収入の程
度 (1: 国内で最も低いグループ～10：国内で最も高い
グループ )，結婚の有無 (1：有り，0：無し [e.g., 未婚・
別離 ]) を統制変数として用いた。
2.3 分析手順
　国ダミー変数の人生満足度への効果を自由選択の感
覚がどの程度説明するか検討するため，各 Wave にお
いて媒介分析を行った ( 分析モデルについて，Figure 
1と Figure 2参照 )。これによって，人生満足度の日
米差を自由選択の感覚の日米差がどの程度説明するか
検討可能となる。
　なお，間接効果が有意であることのみならず，その
効果量を示すことは重要である (Preacher & Kelley, 
2011)。しかしながら，その指標として欠点がないも
のは存在しないため (Preacher & Kelley, 2011; Wen 
& Fan, 2015)，複数の指標を併せて報告するべきで
ある (Wen & Fan, 2015)。統計学者たち (e.g., Field, 
2013; Hayes, 2013; MacKinnon, 2008; Preacher & 
Kelley, 2011; Wen & Fan, 2015) が推奨する指標とし
て，第一に間接効果についてのパス係数 ( 説明変数
から媒介変数へのパス係数×媒介変数から目的変数
へのパス係数 ) があげられる。特にその標準化係数
については，各変数を異なる測度で測定したとして
も，モデル間で間接効果の大きさを比較することがで
きる (Field, 2013)。しかし，間接効果の標準化係数が
同じであったとしても (e.g., β = .20)，総合効果の大
きさ (e.g., β = .30であるかβ = .50であるか ) によっ
て，その意味合いは異なってくる。間接効果の係数
が同じでも，説明変数の目的変数への影響を媒介変
数が説明する割合が異なるからである。事実，間接
効果の効果量について語る際，この割合について頻
繁に言及されてきた (Mackinnon, Warsi, & Dwyer, 
1995)。これが推奨される第二の指標としてあげられ
る，総合効果に対する間接効果の比率 PM である。こ
の比率単体では不十分であるが，総合効果と併記す
ることで，間接効果の程度を適切に表すことができ
る (Wen & Fan, 2015)。しかし，間接効果と直接効果
の正負の符号が逆方向となる inconsistent mediation
と呼ばれる場合 (Figure 2 も参照のこと ) には，こ
の比率の使用は適していない。なぜなら，総合効果
に対する間接効果の比率の取り得る値に制限がなく
なり，100%を超えたり負の値になり得るからである 
(Hayes, 2013; Mackinnon, 2008; Preacher & Kelley, 
2011)。Preacher & Kelley (2011) が提唱したκ2 (kappa 
squared) は，通常の間接効果であろうと inconsistent 
mediation であろうと，値は0～1の範囲に収まり，パ
ターンの違いを問わない指標という利点を有する。
それゆえ，その使用によって，前述の inconsistent 
mediation 時の問題に対処できるように思える。しか
しながら，κ2は数学的な観点から批判がなされてお
り (Wen & Fan, 2015参照 )，現在では提唱者自身もそ
の使用に慎重な態度を採っていることが窺える (Field, 
2016; Lachowicz, 2015参照 )注2。このような現状にお
いて，Wen & Fan (2015) は，inconsistent mediation
時の間接効果の程度を示す明確な方法は現時点では存
在せず，研究分野内におけるメタ分析 ( 本研究の文脈
では，Wave を通したメタ分析 ) の実施が一定の指標
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となるのではないかと述べている。よって，これが第
三の指標と言えよう。
　以上のように欠点がないものは存在しない現状を
鑑み，本研究では間接効果の効果量を検討するにあ
たって，複数の指標を用いて総合的に判断をおこな
う。用いる指標をまとめると，(1) 各 Wave における
間接効果についてのパス係数 ( 特に標準化係数 )，(2)
各 Wave における総合効果に対する間接効果の比率 
( 総合効果のパス係数も併記 ) は必ず表記する。さら
に，いずれかの Wave で inconsistent mediation が生
じた場合には，(3) Wave を通した全体的な傾向を調
べるためにメタ分析 (Borenstein, Hedges, Higgins, & 
Rothstein, 2009参照 ) を実施し，間接効果の統合効果
量 (summary eﬀ ect size) およびその総合効果の統合
効果量に対する比率を示す。
　各 Wave における媒介分析の実施には統計ソフト
ウェア Mplus 7 (Muthén & Muthén, 2012) を使用し
た。なお，国ダミー変数は2値変数であるため，通常
の YX 標準化推定値の算出は好ましくない (Brown, 
2015)。説明変数の1標準偏差の変化が意味をなさない
ためである。そこで Mplus 7の Standardization 機能
を用いて，部分標準化推定値 (i.e., Y 標準化推定値 ) を
算出した。結果として，説明変数から目的変数への直
接効果，間接効果，総合効果，および説明変数から媒
介変数への効果についての標準化係数は効果量 d に相
当するものとなる (Brown, 2015; MacKinnon, 2008)。
この手続きによって，各変数の日米差がどの程度であ
るか，および目的変数の日米差を媒介変数がどの程度
説明するかについて，より明確に把握可能となる。ま
た，メタ分析の実施およびフォレストプロットの描画
には，統計ソフトウェア R のパッケージ metafor 1.9-8 
(Viechtbauer, 2010) を使用した。なお，メタ分析を実
施する際，多くの場合，個々の研究 ( 本研究では個々
の Wave) での効果が全く同じであると仮定する固定
効果モデル (ﬁ xed-eﬀ ect model) を用いることは望ま
しくないことが，統計学者によって主張されている 
(e.g., Borenstein et al., 2009; Field, 2003)。よって，ま
ず変量効果モデル (random-eﬀ ects model) を用いて分
析し，異質性の指標 ( 統計量 Q の有意性，統計量 I2) 
が非有意であるか極めて低い場合にのみ固定効果モデ
ルを採用する。
3. 結果
3.1 各Wave での媒介分析の結果
　各 Wave における媒介分析の結果，Wave 5と
Wave 6で inconsistent mediationが認められた (Table 
2)。よって，2.3項で述べたように，メタ分析の結果
を含む複数の効果量の指標を用いて，間接効果の大
きさを総合的に判断する。各 Wave における (1) 国ダ
ミー変数の人生満足度への総合効果，直接効果，間接
効果それぞれの非標準化係数と標準化係数，(2) 総合
効果に対する間接効果の比率 PM，(3) メタ分析による
Wave を通した各効果の統合効果量 (summary eﬀ ect 
size) についての結果を Table 2に示す。
Table 2　各Wave における媒介分析の結果
 
注）丸括弧内は標準化係数を表す。係数は全て99%信
頼区間に基づき有意。メタ分析結果は標準化係数の統
合効果量を表し，鍵括弧内は99%信頼区間を示す。
　それぞれの調査時点に目を向けると，Wave 1～4
までは，人生満足度の日米差 (i.e., 国ダミー変数の人
生満足度への総合効果 ) は中から中の大程度であっ
た (Wave 1: d = － .57, 99% CI [ － .66, － .48]; Wave 3: 
d = － .53, 99% CI [ － .64, － .42]; Wave 4: d = － .62, 
99% CI [ － .72, － .52])。そして重要なことには，自由
選択の感覚を介する間接効果が中の小から中程度の
人生満足度の日米差を生み出しており (Wave 1: d = 
－ .33, 99% CI [ － .39, － .28]; Wave 3: d = － .42, 99% 
CI [ － .48, － .35]; Wave 4: d = － .41, 99% CI [ － .48, 
－ .35])，その間接効果によって人生満足度の日米差
の大部分が説明可能であった (Wave 1: 58% ; Wave 3: 
79% ; Wave 4: 67% )。これら3つの Wave のモデル例
として，Wave 4における分析結果を Figure 1に示す。
　一方，Wave 5と6では，人生満足度の日米差は比
較的小さかったものの (Wave 5: d = － .17, 99% CI 
[ － .30, － .05]; Wave 6: d = － .31, 99 % CI [ － .40, 
－ .22])，自由選択の感覚を介する間接効果の程度に
は Wave 1～4との間に大きな違いは認められなかっ
た (Wave 5: d = － .34, 99% CI [ － .41, － .28]; Wave 6: 
d = － .44, 99% CI [ － .49, － .39])。興味深いことに，
両 Wave では間接効果を統制した際，inconsistent 
mediation が認められ， 国ダミー変数の人生満足度へ
の直接効果がプラスへと転じた (Wave 5: d = .17, 99% 
CI [.04, .30]; Wave 6: d = .13, 99% CI [.04, .22])。つま
り，自由選択の感覚という点以外においては，日本の
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方が人生満足度に肯定的な効果をもつことが示され
た。2.3項で述べたように，inconsistent mediation の
場合，総合効果に対する間接効果の比率は間接効果の
効果量として適していない。だが，上記の間接効果の
パス係数に注目すると，自由選択の感覚を介する間接
効果が中の小から中程度の人生満足度の日米差を生み
出すという点においては，これら2つの Wave と他の
3つの Wave との間に大きな差はないと言える。これ
ら2つの Wave のモデル例として，Wave 6における分
析結果を Figure 2に示す。
Figure 1.　Wave 4における媒介分析モデルの結果
注）値は全て標準化係数。丸括弧内は総合効果を，鍵
括弧内は99%信頼区間を表す。
Figure 2.　Wave 6における媒介分析モデルの結果
注）値は全て標準化係数。丸括弧内は総合効果を，鍵
括弧内は99%信頼区間を表す。
　なお，人生満足度の規定因の一つであり，自由選択
の感覚と中程度の相関があり，かつ日米で平均値差の
ある主観的な健康状態 (Nakazato et al., in press参照 ) 
を統制しても ( 媒介変数として並列的に投入しても )，
以上の5つの Wave での結果には大きな変化は認めら
れなかった (e.g., Wave 4での自由選択の感覚を介した
間接効果 : 60% , d = － .37, 99% CI [ － .43, － .31]; 健
康状態を介した間接効果 : d = － .16, 99% CI [ － .20, 
－ .11])。さらに，同様の方法で他の典型的な Well-
being の予測因 ( 世帯収入，婚姻状態 ) を統制しても，
結果にはほとんど違いがなかった (e.g., Wave 4での自
由選択の感覚を介した間接効果 : 60% , d = － .37, 99% 
CI [ － .43, － .31])。
3.2 メタ分析による結果
　Wave 5と Wave 6で生じた inconsistent mediation
によって，両 Wave では総合効果に対する間接効果
の比率を適切に示すことができなかった。そこで，追
加的な指標を得るためメタ分析をおこなった。具体的
な検討内容は，(1) 日米の人生満足度の差異 (i.e., 国ダ
ミー変数の人生満足度への総合効果 )，および (2) それ
に日米の自由選択の感覚の差異が及ぼす効果 (i.e., 国
ダミー変数からの自由選択の感覚を介した人生満足度
への間接効果 ) の Wave を通した全体的な傾向を把握
し，(3) 前者に占める後者の比率を算出することであ
る。なお，前述したように，部分標準化の結果として，
国ダミー変数から人生満足度への総合効果と間接効果
は効果量 d に相当する。それゆえ，メタ分析によって
算出される統合効果量は，効果量 d についてのものと
なる。
　Wave 1～6の結果に対してメタ分析を行ったとこ
ろ，異質性の指標は，総合効果および間接効果両方に
おいて，Wave 間の効果量が系統的に異なることを示
した ( 総合効果 : Q (4) = 83.03, p < .001, I2 = 95% ; 間
接効果 : Q (4) = 19.66, p < .001, I2 = 80% )。なお，統
計量 I2 の異質性の基準は，25%が小，50%が中，75%
が大である (Higgins, Thompson, Deeks, & Altman, 
2003)。よって，総合効果と間接効果の両方に対する
メタ分析に際して，変量効果モデルの結果を採用する。
この結果，統合効果量の99%信頼区間には，Wave に
よる効果量の真のばらつきについての情報も加味さ
れ，固定効果モデルに比べて信頼区間の幅が広くなる 
(Nakazato et al., in press を参照 )。
　Figure 3に国ダミー変数の人生満足度への総合効果
に対するメタ分析結果を，Figure 4に国ダミー変数の
自由選択の感覚を介した人生満足度への間接効果に対
するメタ分析結果を示す (Table 2のメタ分析の欄も参
照のこと )。これらの図において，Wave 1～6という
表記の水平線上に示される四角形と線分は，各 Wave
における推定値と99%信頼区間を示す。四角形はサン
プルサイズに応じて増減し，大きいほど，統合効果量
への比重が大きくなる。一番下に表示される菱形は統
合効果量を示し，その中央は推定値，横幅は99%信頼
区間を表す。“RE Model”という表記は，ランダム効
果モデルを採用したことを表す注3。
　3.1項で述べたように，国ダミー変数の人生満足度
への総合効果，つまり日米の人生満足度の平均値差は，
Wave 4までとそれ以降とでパターンが異なる。この
ことが，異質性指標における大きさ (I2 = 95% ) を生
み出したと思われる。とは言うものの，Wave 全体と
して見た場合，1981年～2010年 /2011年という時代に
おいては，人生満足度の平均的な差異として中程度の
ものが認められた (d = － .44, 99% CI [ － .65, － .23])。
また，統合効果量の99%信頼区間に着目すると，年代
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によってその時々の事象に応じて人生満足度の日米差
に系統だった変化が生じることが示されたものの，そ
の日米差は小～中の大程度の範囲に入ると示された。
Figure 3. 国ダミー変数の人生満足度への総合効果に 
 対するメタ分析結果
Figure 4. 国ダミー変数の自由選択の感覚を経た人生
 満足度への間接効果に対するメタ分析結果
　続いて，国ダミー変数の自由選択の感覚を介する人
生満足度への間接効果に目を向けると，Wave 1と5で
は他の Wave と比べてやや低くなっており，このこ
とが大きい異質性 (I2 = 80% ) につながったと考えら
れる。しかしながら，Wave 全体を通して見た場合，
自由選択の感覚の日米差が人生満足度の日米差に影響
する度合いは中程度であり (d = － .39, 99% CI [ － .45, 
－ .33])，時代による系統的な効果の差を考慮しても，
中の小～中程度の範囲内にあることが見て取れる。ま
た，最も重要なことに，統合された間接効果の推定値
は，統合された総合効果の推定値の89%に相当した。
以上から，Wave を通して，人生満足度の日米差の大
部分を自由選択の感覚が説明したと言えよう。総合効
果と間接効果における Wave 間の異質性という限界
はあるものの，メタ分析の結果は間接効果の効果量の
指標の一つとして，自由選択の感覚が人生満足度の日
米差の大半を説明するという結果を補強する証拠を提
供した。
4. 考察
4.1 結果の解釈
　本研究では，日本人の Well-being の低さを自由選
択の感覚がどの程度説明するかについて，アメリカ
人との比較の上で検討した。その際，日本において
も自由選択の感覚は年代を通して Well-being の重要
規定因であること (Nakazato et al., in press)，日本で
はアメリカを含む他の西洋先進諸国と比して自由選
択の感覚の程度および Well-being がともに低いこと 
(Inglehart et al., 2008) から，「日本人の低い自由選択
の感覚が Well-being の低さをもたらしている」とい
う仮説を立てた。仮説検証のために，World Values 
Survey の5つの Wave のデータを用い，媒介分析を
おこなった。その際，自由選択の感覚を介する間接効
果の大きさを適切に把握するために，(1) 間接効果の
パス係数，(2) 総合効果に対する間接効果の比率，(3)
メタ分析結果という3つの効果量の指標から総合的に
検討をおこなった。5つの Wave でそれぞれ媒介分析
を実施したところ，全ての Wave で人生満足度の日
米差に自由選択の感覚の差異が大きな影響を与えてい
ることが示された。つまり，1981年～2011年において
は，年代の違いによらず，日本人の Well-being の低
さには自由選択の感覚の程度の低さが大きく寄与して
いることが明らかになった。
　Wave 1から Wave 4では，一般的な間接効果が認
められ，上記の (1) と (2) の基準から，自由選択の感
覚が人生満足度の日米差にもたらす影響は大きいこと
が示された。Wave 5と6においては，他の Wave とは
異なり，inconsistent mediation という特殊な結果が
認められた。つまり，Well-being の日米差のうち自
由選択の感覚で説明できる部分を統制すると，両調査
時点 (Wave 5: 日本では2005年，アメリカでは2006年 ; 
Wave 6: 日本では2010年，アメリカでは2011年 ) で
は，日本人の Well-being の方が高いという結果であ
る。この結果は，近年では自由に生き方や行動を選択
できる程度という点以外では，日本の方が恵まれた環
境であることを示唆しているのかもしれない。そのこ
とは，これらの Wave では Well-being の日米差が比
較的小さかったこと (Table 1，Table 2および Figure 
3参照 ) からも窺える。Wave 4から Wave 5の間の
2001年に起こった同時多発テロがもたらした不安定な
国内情勢が，アメリカの人々の Well-being を幾分低
下させ，日米の Well-being の差異の減少に寄与した
可能性がある。この可能性を中心に，この間に日本人
の Well-being が幾分上昇した理由も含めて，Wave 5
と6で inconsistent mediation および Well-being の日
米差の減少が生じた理由について，今後の研究ではさ
らなる検討が必要である。それらの検討のためにも，
2016年現在，調査が開始されつつある Wave 7のデー
タが示す結果は注目に値する。Wave 7においても前
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の2つの調査時点と同様の結果が得られるのか，そ
れとも Wave 5と Wave 6における現象が一過性のも
のか検討する必要があるだろう。また，両 Wave に
おける間接効果の大きさについてだが，inconsistent 
mediation が認められたため，2.3項で述べたように総
合効果への間接効果の比率からは窺い知ることができ
ない。しかし，間接効果のパス係数は他の Wave と
ほぼ同等であるという結果が得られた (Table 2参照 )。
このことは，日本人の自由選択の感覚の相対的な低さ
が，彼らの Well-being に他の Wave と同程度の悪影
響を及ぼしていることを示している。
　さらに，inconsistent mediation の場合における他
の効果量の限界に対処すべくメタ分析を実施した。そ
の結果に基づくと，5つの Wave を通した現代 (1981
年～2011年 ) における全体的な傾向として，次のよう
な結論を出すことができる。(1) 日本人の Well-being
は一貫してアメリカの人々よりも低く ( 総合効果 )，
年代による変動はあるものの，全体的な傾向として
中程度の差異がある。(2) 日本人の自由選択の感覚の
低さが Well-being の日米差に寄与しており，その効
果 ( 間接効果 ) にも年代による変動はあるものの，全
体的な傾向として中程度のものがある。(3) 全体的な
傾向として，Well-being の日米差 ( 総合効果 ) の大部
分を日本人の自由選択の感覚の低さ ( 間接効果 ) が説
明する。このようなメタ分析の結果ならびに各 Wave
における間接効果の効果量の指標から総合的に判断し
て，現代において，日本人の Well-being の低さをも
たらしているものは自由選択の感覚の低さであると結
論づけることができ，仮説は支持されたと言えよう。
4.2 今後の課題と本研究による貢献
　今後の検討点として，以下のものがあげられる。第
一に，本研究では World Values Survey のデータを
用いたため，Well-being の指標としての人生満足度
と自由選択の感覚はそれぞれ単一項目尺度で測定され
たものを分析に使用した。しかし，単一項目尺度によ
る測定に関しては，抽象的な概念を正確に表現する
ことが難しいという妥当性の問題 (Martinez-Martin, 
2010; 箕浦・成田 , 2013; 村上 , 2009)，および測定項
目の信頼性に疑問が残る点 (Bergkvist & Rossiter, 
2007; Lawless & Lucas, 2009) があげられ，それゆ
え，未知の測定誤差の問題に適切に対処できていな
い (Dollinger & Malmquist, 2011)。そこで，複数の
質問項目から構成される尺度 ( 人生満足度 : Diener, 
Emmons, Larsen, & Griﬃ  n, 1985; 自由選択の感覚：
中里・中島・森永 , 2014) を用いても，本研究の知見
が再現されるか，今後検討する必要がある。もっと
も，上記の限界点と各国の代表サンプルに基づく年代
を通した分析という大規模二次データ使用による利点
とは，必然的なトレードオフ関係にある (Lawless & 
Lucas, 2011)。よって，上記の限界点が本研究の意義
を減じるとは必ずしも言えないことを付記しておく。
　第二に，自由選択の感覚の日米差に影響を与える社
会的要因や国民の特徴も検討する必要があると考えら
れる。たとえば，Nakazato, Morinaga, & Nakashima 
(2016) は，人間関係が固定化しており新しい人間関係
の構築が困難な環境 (i.e., 低関係流動性環境 ; Yuki et 
al., 2007) では，他者から嫌われたり排斥されたりす
ることを過度に恐れ避けようとする傾向 (i.e., 排除回
避傾向 ; Hashimoto & Yamagishi, 2013) が形成される
ため，結果的に自由選択の感覚が減少し Well-being
の低下へと繋がることを報告している。上記の研究
は国内調査に基づくものであるが，日本社会全体と
しても他の国 (e.g., アメリカ ) に比べて低い関係流動
性社会であることが一貫して報告されており，さら
に排除回避傾向も形成されやすいことが示されてい
る (e.g., Sato, Yuki, & Norasakkunkit, 2014)。よって，
Nakazato et al. (2016) のプロセスが，関係流動性の二
国間の変動を指標として用いても再現されることは十
分に考えられる。今後の研究では，この可能性につい
ても検証するべきであろう。
　第三に，本研究では自由選択の感覚と相関があり，
国ダミー変数の人生満足度への効果を媒介することが
想定できる主観的な健康状態などを統制したが，今後
の研究では他の変数も統制すべきであろう。たとえば，
World Values Survey ではパーソナリティ変数が測定
されていないが，楽天的もしくは悲観的な思考傾向が
自由選択の感覚と Well-being の関係性の一部を説明
する可能性が考えられるので，これらを測定し分析時
には統制する必要があるだろう。
　最後に，今後の研究では，Wave 1～4と比べて
Wave 5，6においては Well-being の日米差が減少し
た理由を検証する必要もあるだろう。前述したように，
Wave 4とWave 5との間に発生した同時多発テロ後の
アメリカを取り巻く情勢の悪化がその一因である可能
性が考えられる。しかし，World Values Surveyのデー
タでは，この可能性を十分に検討することはできな
かった。該当し得る変数として，自国が巻き込まれる
戦争とテロの発生それぞれに対する不安の程度，およ
び居住地域の安全性が提供されている。しかし，それ
らは Wave 6のみで測定されているため， Well-being
の日米差の年代による変化の要因であるかについての
検討には適していない。また，Wave 6のデータを用
いて，それらを媒介変数として並列的に投入する追加
分析を実施したものの，Figure 2の結果からほとんど
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変化が認められなかった。今後の研究では，前述の可
能性を検討するに際して，不安的な情勢の影響を時系
列的かつより明確に分析するに資する大規模データの
利用が望まれる。
　以上のような課題はあるものの，本研究は，年代の
違いに関わらず，日本人の Well-being の低さに自由
選択の感覚の低さが大きく寄与していることを初めて
実証した。そのことを日米それぞれの国を代表するサ
ンプルを用いて示したことは意義深いと言えよう。本
研究の Well-being 研究への貢献は，日本においても
自由選択の感覚は Well-being の重要規定因であると
いう近年の知見 (Nakazato et al., in press) をさらに発
展させ，その自由選択の感覚の低さが日本人の Well-
being の低さをも説明することを明らかにした点にあ
る。
【注1】
　国の経済力の Well-being への好影響はあるところ
から頭打ちになる (Inglehart et al., 2008の Fig. 2参
照 )。しかし，多くの東洋諸国の経済力はそのポイン
トよりも低いため，それらの国々の人々の Well-being
の低さが経済力の相対的な低さで説明可能であること
が窺える。
【注2】
　Field (2013) では間接効果の効果量としてκ2の使用
が推奨されていたが，正誤表 (Field, 2016) の中でその
考えを改めたと表明している。その論拠として Wen 
& Fan (2015) の論文を引用しており，また当該論文
の存在を著者に知らせたのが Preacher であることが
記載されている。さらに，Preacher の指導を受けた
大学院生がκ2の問題点について修士論文 (Lachowicz, 
2015) の中で議論している。以上から，κ2の主唱者で
ある Preacher 自身も，現在ではその使用に慎重であ
ることが窺える。
【注3】
　3.1項で記述した Wave 4での総合効果および Wave 
1での間接効果の結果と，Figure 3と Figure 4での対
応箇所における結果では，その信頼区間の値に若干の
差がある。しかし，これは分析ソフトウェアの違いに
よる誤差に過ぎない (i.e., 推定値と標準誤差の小数点
以下何桁まで用いて信頼区間を算出するかの違い )。
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